
厚生労働行政推進調査事業費補助金（地域医療基盤開発推進研究事業） 

「オンライン診療における安全性の向上と実効性の確保のために重要な診療情報や看護師が果たす役割の検討のための研究」

令和 7 年度 分担研究報告書 

 

 85 

 

オンライン診療（D to P with N）における看護師の医行為等の 

現状と課題に関する研究 

古城隆雄 1、大平光子 2、家根明子 2、中嶋裕 3,7、小泉圭吾 4、西村謙祐 5、原田昌範 6,7 

 
1埼玉県立大学保健医療福祉学部 

2周南公立大学人間健康科学部看護学科 
3山口市徳地診療所 

4鳥羽市立神島診療所 
5岩国市立本郷診療所 

6公益社団法人地域医療振興協会地域医療研究所 
7山口県立総合医療センターへき地医療支援部 

 

 

Ａ 目的 

人口減少・高齢化が急激に進むへき地にお

いて、持続可能な医療へのアクセスを保持す

るためには、対面診療に加えて、オンライン

診療を活用することが必要である 1,2)。しか

し、高齢者は単独でオンライン診療を受ける

ことには大きな不安があり、通常は看護師が

患者の側にいて様々な支援を行う。看護師が

いることで、オンライン診療の機器操作がス

ムーズになることはもちろんのこと、遠隔地

の医師とのコミュニケーションが円滑にな

り、医師の指示の下、さまざまな診療の補助

行為等（以下、医行為等）を行うことによっ

て、患者単独でオンライン診療を受診するよ

りも質の高い診療を受けることができる。 

 しかし、患者の側に看護師がいるオンライ

 

目的 へき地医療において、看護師が患者に同行するオンライン診療（D to P with N）は、質の高

い医療提供の鍵となるが、その実態は十分解明されていない。本研究は、D to P with N を経験した

医師・看護師を対象に、看護師の役割や課題、今後のニーズを明らかにすることを目的とした。  

研究デザインと方法 医師・看護師 81 名を対象に自記式オンライン調査を実施。医行為の経験や

課題を記述統計および統計学的検定を用いて分析した。 

結果 看護師によるアセスメント行為（バイタル測定 85.2％、聴診 67.9％等）の実施率は極めて高

く、遠隔診療における身体診察の制限を補完する重要な役割を担っていた。統計的に、特定行為研

修修了者は一般看護師より侵襲的な医行為を有意に多く実施しており（p<0.05）、勤続年数と経験

数にも正の相関が認められた（ρ=0.42, p<0.01）。実施場所は患者宅のほか医療 MaaS（Mobility as a 

Service）等へ多様化していた。今後の医行為等への展望については、医師と看護師での今後の医行

為等への実施希望に相違がみられた。また、医師、看護師両者とも、通信トラブルやトラブルへの

対応、通信環境整備の必要性、オンライン診療の質担保、オンライン診療の法的解釈の不明瞭さ、

診療報酬に関する課題を指摘していた。 

結論 看護師は単なる機器操作補助に留まらず、高度な診療補助を担う不可欠な存在である。質の

維持には、特定行為研修修了者の活用や運用の標準化、さらに通信インフラ整備と診療報酬の適正

化が求められる。 

キーワード 看護師が同席するオンライン診療（D to P with N）、医行為、特定行為研修修了看

護師、看護アセスメント、へき地遠隔医療 
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ン診療（D to P with N）により、どういった

医行為等がなされているのか、また実施上の

課題、今後のニーズがあるかは明らかにされ

ていない。そこで、本研究では、オンライン

診療（D to P with N）を経験した医師、看護

師を対象に調査を行う。オンライン診療(D to 

P with N）における看護師の医行為等の経験

や課題等を明らかにすることが目的である。 

 

Ｂ 研究デザインと方法 

１ 調査概要と研究デザイン 

本研究は、令和 7年度厚生労働科学特別研

究事業（オンライン診療における安全性の向

上と実効性の確保のために重要な診療情報や

看護師が果たす役割の検討のための研究：

25CA2011）の調査データを二次利用した横断

研究である。 

本研究は、公立社団法人地域医療振興協会

倫理審査・利益相反審査委員会にて承認を受

け（承認番号：20250814-02）、無記名の自

記式調査であり、個人は特定されない。 

1.1. 調査対象 

オンライン診療（D to P with N）を実施した経

験のある全国の医師、看護師。日本遠隔医療

学会やへき地遠隔医療推進協議会で回答を呼

びかける機縁法により募集した。 

1.2. 調査方法 

無記名自記式オンライン調査を 2025年 9月

1 日〜11 月 30 日に実施した。 

1.3 調査項目 

まず、基本属性として、職種、勤務先、勤務

年数、特定行為研修修了の有無、オンライン

診療を行った際の患者の場所について確認し

た。 

２番目に「検査行為（採血、尿検査、超音波

検査、咽頭拭い液採取など）」、「注射行為（皮

下注射、静脈内注射、点滴など）」、「処置行

為（創傷処置、酸素吸入など）」などの３つカ

テゴリーに分けて看護師の医行為の経験につ

いて確認し、医行為以外の経験について「ア

セスメント（問診、バイタル測定、酸素飽和度

測定など）」と「生活指導、社会資源、関係者

との連携等」の２つのカテゴリーに分けて、

それぞれ複数選択肢を用意して確認した。 

３番目は、オンライン診療（D to P with N）

で想定される看護師による医行為等を、厚生

労働省の「チーム医療推進のための看護業務

検討ＷＧ（第 25 回：平成 24 年 8 月 30 日）」

において検討された医行為（248行為）から、

絶対的医行為（7行為）を除外し、診療所およ

び居宅で行う可能性があり、安全性等の観点

から望ましくない行為や手術は除き、原則と

して医行為でない行為（令和７年厚生労働省

医政局事務連絡）の 39行為を加えるなどして、

最終的にアンケート調査項目として 134 項目

まで整理した。この 134 項目毎に、経験でき

た場合の理由を A〜C（A：経験やスキル、B：

事前のトレーニング、C：特定行為研修を受け

た）で確認し、経験がない場合は、今後の実施

希望の有無（D：あり、E：なし）についても確

認した。 

最後に、実際のオンライン診療（D to P with 

N）の経験から「医師と患者」の関係における

課題や「医師と看護師」の関係における課題

について複数選択肢を用意して確認し、その

他、困っていることや制度に関する要望等に

ついては、自由記載として質問した。 

２ 解析方法 

調査項目毎に記述統計を行った。職種間（看

護師と特定行為研修修了看護師）の比較には、

カイ二乗検定（または期待度数が少ない場合

はフィッシャーの直接確率検定）を用い、勤

続年数と医行為経験数の関連については、ス

ピアマンの順位相関係数を用いて解析した。

有意水準は 5%未満とした。なお、解析には

EZR (Easy R)（自治医科大学附属さいたま医療

センター）を使用した。 

 医師及び看護師の自由記載から、オンライ

ン診療及び D to P with N に関する記述を抽出

し、記述内容の類似性に基づき、記述の意味

内容を表すサブカテゴリーに分類し、さらに、

抽象度を上げてカテゴリーに分類した。 

 

Ｃ．結果 

１ 対象者の属性（表１） 

本調査の有効回答数は 81 名であった。職種

の内訳は、医師 38 名（46.9%）、看護師 37 名

（45.7%）、特定行為研修修了看護師 6 名（7.4%）

であった。主な勤務先は診療所 50 名（61.7%）

が最も多く、次いで病院 24 名（29.6%）であ

った。 

２ オンライン診療の実施場所（表１） 

看護師が患者に同行するオンライン診療

（D to P with N）において、患者の所在場所は

「患者宅」が 43 名（53.1%）と最多で、次い

で「診療所」36 名（44.4%）であった。医療

MaaS（Mobility as a Service）12 名（14.8%）、

高齢者施設 10 名（12.3%）、公民館等の公共

施設 10 名（12.3%）などの場所でもオンライ

ン診療（D to P with N）が実施されていた。  
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３ カテゴリー別看護師の経験（図１） 

看護師による「検査行為」では、血液検査が

47 名（58.0%）と半数を超え、次いで、咽頭拭

い液を用いた検査 26 名（32.1%）、尿検査 21

名（25.9%）、心電図 21 名（25.9%）が続き、

超音波検査については 10 名（12.3%）と、実

施率は限定的であり、「経験なし」の回答は 22

名（27.2%）だった。 

看護師による「処置行為」では、創傷処置が

32 名（39.5%）と最も多く、次いで皮膚科軟膏

処置 13 名（16.0%）、一時的導尿 11 名（13.6%）

の順だった。酸素吸入、摘便、バルーンカテー

テル管理はいずれも 10 名ずつの実施経験が

確認された。一方で、「経験なし」と回答した

者が 43 名（53.1%）に達しており、特定の症

例や習熟度に依存する傾向が見られた。 

「注射行為」は、全カテゴリーの中で最も

実施経験が少なく、「経験なし」が 50 名（61.7%）

と 6 割を超えた。実施された項目の中では点

滴注射が 24 名（29.6%）で最多で、皮内・皮

下・筋肉内注射 18 名（22.2%）、静脈内注射

15 名（18.5%）と続いた。 

看護師による「アセスメント行為」は全カ

テゴリーの中で最も実施率が高く、具体的に

は、バイタル測定（呼吸・脈拍・体温・血圧等）

が 69 名（85.2%）、酸素飽和度の測定が 63 名

（77.8%）、身体診察の補助として、疼痛部位

の確認 58 名（71.6%）や聴診器による聴診 55

名（67.9%）も高い割合を占めていた。また、

生活環境に関する問診（50 名）や写真・動画

撮影による状況把握（44 名）も半数以上のケ

ースで行われており、「経験なし」とした回答

はわずか 2 名に留まった。 

「生活指導、社会資源、関係者との連携等」

のカテゴリーでは、生活指導が 49 名（60.5%）

と最も多く、連携業務においては、家族・キー

パーソンへの連絡 35 名（43.2%）や医療・保

健・福祉職との情報共有 34 名（41.9%）だっ

た。社会資源の導入 21 名（25.9%）や医療廃

棄物の処理 18 名（22.2%）などの実務的な支

援も一定数存在しており、「経験なし」は 20

名（24.7%）だった。 

４ 職種による医行為経験の差（看護師 vs 特

定行為研修修了看護師）  

全 134 項目の医行為において、「実施経験

あり（回答 A, B, C の合計）」の割合を、一般

の看護師（n=37）と特定行為研修修了看護師

（n=6）で比較した。カイ二乗検定（および期

待度数が少ない場合はフィッシャーの直接確

率検定）を用いた結果、特定行為研修修了者

は、一般の看護師と比較して、侵襲的な医行

為（脱水の程度判断と輸液による補正、病態

に応じたインスリン投与量の調整等）の実施

経験が有意に高かった（p<0.05）。特に「超音

波検査の実施・補助」や「点滴注射」などの項

目において、特定行為研修修了者はその資格

を背景とした高い実施率（回答 C）を示して

いる。 

５ 勤続年数と医行為経験の相関 

  卒業後の総勤務年数と、実施経験のある医

行為の総数（アセスメント、検査、処置等の合

計）について、スピアマンの順位相関係数を

用いた解析を行った。その結果、勤続年数と

医行為の経験数には正の相関が認められた

（ρ=0.42, p<0.01）。特に「創傷処置」や「問

診による詳細な情報収集」において、勤続 20

年以上の看護師は、若手看護師よりも有意に

多くの経験を有していた。 

６ 特定の医行為等の実施経験と今後の希望

（表２）  

全 134 項目の医行為等に関する詳細調査で

は、医師と看護師で 134 医行為等の経験と今

後の実施予定への見解が異なった。134 行為

全体では、実施経験がある（A～C）者は、医

師 9.7％に対し、看護師は 6.7％であった。ま

た、今後の「実施希望」については、医師全体

では、134 行為中 46.0％の行為に対し実施希

望と回答したのに対し、看護師全体では

18.1％の回答に留まった。一方、今後も「実施

予定無し」は、医師全体では 134 行為中 44.3％

行為であったのに対し、看護師全体では

73.0％であり、看護師の方が今後の実施予定

を希望していない項目が多かった。 

 

７ オンライン診療の課題（自由記述の分析

結果） 

１）医師 

 医師による 44の記述内容は 19のサブカテ

ゴリー、８のカテゴリーに分類された。サブ

カテゴリー、カテゴリーは表３に示した。 

 医師が認識している、困っていること、制

度に関する要望等は【通信トラブル】、【指

針の不明瞭さ】、【診療の質担保の難し

さ】、【オンライン診療のための業務調

整】、【診療報酬上の課題】、【利点を活か

せない実情】、【利点を活かすための設備・

拠点の整備】、【へき地における薬剤処方の

課題】であった。具体的には、スタッフの不

慣れによるトラブル時の対応の困難さやオン

ライン診療での実施可能な範囲や法制度の不
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明瞭さによる現場での判断の難しさや迷い、

看護師の経験の差によって診療の質に差が生

じること、オンライン診療を全体の診療業務

に組み込む困難さの実例が示された。また、

地域拠点整備や場面を絞ってオンライン診療

の利点を活かす必要性、院内処方の規制緩和

の必要性が示された。 

 

２)看護師 

 看護師による 90の記述内容は 24のサブカ

テゴリー、13のカテゴリーに分類された。

サブカテゴリー、カテゴリーは表４に示し

た。 

 看護師が認識している、困っていること、

制度に関する要望等は【通信トラブル】、

【患者の負担】、【良好な通信状況確保】、

【オンライン診療の質担保】、【診療報酬の

課題】【コスト効率の悪さ】、【オンライン

診療で可能な範囲の明確化】、【医師との時

間調整の困難さ】、【オンライン診療で求め

られるスキル】、【患者の理解/協力の得に

くさ】、【オンライン診療環境の整備不

足】、【オンライン診療の有用性への期待】

であった。具体的には、通信トラブルへの対

応困難、通信不良による患者への負担、会計

や処方薬受け取りの負担の実例が示された。

また、診療の質が通信状況に左右されるた

め、良好な通信状況の確保の必要性が示され

た。 

制度に対する要望等では、オンライン診療に

おける実施可能な範囲や指針の明確化、コス

ト効率に見合う診療報酬の設定、設備投資や

人材確保の必要性が示された。 
 

Ｄ．考察 

本研究の結果、看護師が患者に同行するオ

ンライン診療（D to P with N）において、看護

師は機器操作の補助に留まらず、遠隔地の医

師に代わる高度な「アセスメント」および「診

療補助」の担い手として不可欠な役割を果た

している実態が明らかになった 3)。 

第一に、看護師によるアセスメント行為（バ

イタル測定 85.2%、聴診 67.9%等）の実施率が

極めて高く、「経験なし」がわずか 2 名であ

った点は、D to P with N の最大の強みを示し

ている。医師側が課題として挙げた「触診が

できない（31 名）」「患部を詳しく観察でき

ない（30 名）」という身体診察の制限に対し、

現地看護師によるリアルタイムのアセスメン

トは、オンライン診療の質を対面診療に近づ

けるための鍵となっている 2,3）。 

第二に、職種および経験年数が実施医行為

の範囲に有意な影響を与えていることが統計

的に裏付けられた。特定行為研修修了看護師

が、一般看護師と比較して侵襲的な医行為（イ

ンスリン調整や脱水補正等）を有意に多く実

施している点（p<0.05）は、高度な専門教育を

受けた看護師の戦略的な配置が、オンライン

診療で提供可能な医療サービスの質と範囲を

拡大させることを示唆している。また、勤続

年数と医行為経験数の正の相関（ ρ=0.42, 

p<0.01）を認め、標準的なトレーニングプログ

ラムや運用のプロトコル化が急務である。 

第三に、実施場所が「患者宅（53.1%）」だ

けでなく、「医療 MaaS（14.8%）」や「公共

施設（12.3%）」へと多様化している点は、へ

き地医療におけるアクセシビリティ向上の新

たな可能性を示している 4,5)。しかし、これに

伴い「通信環境の不安定さ（自由記述）」や

「ICT デバイス操作への習熟度（20 名）」と

いったインフラ・教育面での課題が顕在化し

ている。特に山間部等では電波状況が良くな

いために診療時間が長引き、全体のスケジュ

ールを圧迫している実態があり、公衆衛生的

な観点からは、通信インフラへの公的支援と、

効率的なワークフローの構築が不可欠である
6)。 

第四に、医師と看護師での今後の医行為等

への実施希望に相違がみられたことである。

医師の方が今後は医行為等を実施したいと回

答している。オンライン診療でできる診療の

幅、質を向上させたいという理由のほか、医

師は経験やスキルが異なる複数の看護師を念

頭に回答しているために、実施希望の医行為

等の項目が多くなったと思われる。一方、看

護師は自身の経験やスキルを念頭に回答して

いるため、今後実施したい医行為等に対する

回答が少なかったと推察される。オンライン

診療において、医行為等の幅を広げる際には

看護師は不可欠な存在であることから、両者

のコミュニケーションの充実や看護師の技能

向上が欠かせないと推察される。 

第五に、医師、看護師に共通して、通信トラ

ブルやトラブルへの対応、通信環境整備の必

要性、オンライン診療の質担保、オンライン

診療の法的解釈の不明瞭さ、診療報酬に関す

る課題が指摘されていた。看護師の観点では、

医師との時間調整の難しさや患者に理解を得

ることの困難さ、オンライン診療環境の整備
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不足を認識する一方で、医療安全やどこにい

ても同じ医療が受けられることへの期待も示

された。 

最後に、今後のニーズとして「12 誘導心電

図」や「超音波検査」への高い実施希望が示さ

れた一方で、現状の注射行為の低さは、法的・

制度的な境界線の曖昧さや、侵襲的な行為に

対する看護師の責任の大きさ、拘束時間に見

合わない診療報酬体系が障壁となっている可

能性がある。D to P with N のオンライン診療

を普及させていくためには、特定行為研修修

了者の活用推進とともに、看護師の役割を正

当に評価する報酬が必要である。 

本研究の強みは、オンライン診療（D to P 

with N）の診療報酬制度が導入されて２年以内

に実施されたものであり、オンライン診療を

経験した医師や看護師がまだ多くないことか

ら貴重な資料となりうる。ただし、本調査時

点では、 D to P with N について診療報酬上の

加算が導入されていたのは「離島へき地」の

みであるため、結果の解釈には注意が必要で

ある。 

 

Ｅ．結論 

本調査により、D to P with N 形式のオンラ

イン診療における看護師は、アセスメントか

ら検査、注射、処置に至るまで多面的な診療

補助を担い、特に専門的な研修や豊富な臨床

経験がその実施範囲を広げていることが明ら

かになった。一方で、看護師のスキルによる

格差、身体診察の制限、通信環境の整備、経済

的な採算性といった多職種が直面する具体的

な課題も浮き彫りとなった。 

今後は、医療 MaaS を含む多様な実施形態

に対応した明確なガイドラインの策定、特定

行為研修修了者の戦略的活用、および通信イ

ンフラ整備と診療報酬の適正化を推進するこ

とで、へき地における持続可能かつ質の高い

医療提供体制を構築することが求められる。 

 

F 健康危険情報 

 該当なし 

 

G.研究発表 

該当なし 

 

H.知的財産権の出願、登録状況  

 該当なし 
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表１　基本属性（職種、主な勤務先、オンライン診療の実施場所）

項目 区分 人数 割合(％)

職種 医師 38 46.9
看護師 37 45.7
特定行為研修修了看護師 6 7.4

主な勤務先 診療所 50 61.7
病院 24 29.6
訪問看護ステーション・その他 7 8.6

実施場所（複数回答） 患者宅 43 53.1
診療所 36 44.4
医療MaaS 12 14.8

高齢者施設* 10 12.3
公民館等の公共施設 10 12.3

*高齢者施設は、「有料老人ホーム、グループホーム（6名）」と「介護施設（4名）」の合計
n=81

58.0

32.1

25.9

25.9

12.3

27.2

29.6

22.2

18.5

6.2

0.0

61.7

39.5
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12.3

12.3

12.3

53.1

85.2

77.8

75.3

71.6

67.9

2.5

60.5

43.2

42.0

25.9

25.9

24.7

血液検査

咽頭拭い液を用いた検査

心電図

尿検査

超音波検査

経験無し

点滴注射

皮内、皮下、筋肉内注射

静脈内注射

中心静脈注射(←CVポートへの注射も含む

動脈注射

経験無し

創傷処置

皮膚科軟膏処置

一時的導尿

酸素吸入

バルーンカテーテル管理(バルーンカテーテルの留置・交換)

摘便

経験無し

バイタル測定(呼吸・脈拍・体温・血圧・意識レベル）

酸素飽和度の測定

問診：主訴・妊娠の有無・既往歴・通院状況・服薬状…

疼痛部位の確認

聴診器による聴診

経験無し

生活指導

家族・キーパーソンへの連絡・情報共有

医療・保健・福祉職との情報共有

在庫管理(滅菌機材・衛生材料・薬剤)

社会資源（行政、介護事業者等）の導入（紹介・提案・意向確認）

経験無し

検
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図１看護師の医療行為等の種類別、経験上位5行為（%） n=81
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表２　１３４医行為等に関する医師と看護師の経験と今後の実施希望の相違
医師 看護師

A　看護師（経験・スキル有）実施経験あり 8.1 5.7
B　看護師（事前トレーニング後）実施経験あり 0.7 0.6
C　看護師（特定行為研修）実施経験あり 0.9 1.3
D　経験なし（今後は実施希望） 46.0 19.4
E　経験なし（今後も実施予定なし） 44.3 73.0
※医師３８名、看護師４３名

表３　医師のオンライン診療に関する認識(自由記述)

【カテゴリー】 ＜サブカテゴリー＞

スタッフの不慣れによるトラブル時の対応困難

通信不良

実施可能な範囲の不明瞭さ

法制度の不明瞭さ

オンライン診療で求められるスキル

看護師の経験による診療の質の差

オンライン診療の限界

全体の診療業務への組み込み方が難しい

対面診療とオンライン診療の両立

診療報酬上の課題 診療報酬における課題

利点を活かせない実情 利点を生かせない実情

高性能の機器を用いた診療の質担保

地域拠点整備の必要性

場面を絞ってオンライン診療の利点を活かす

コストを抑える方法

診療可能環境への移動困難

オンライン診療の体制構築の課題

院内処方に関する規制緩和

指針の不明瞭さ

へき地における薬剤処方の課題

利点を活かすための設備・拠点の整備

診療の質担保の難しさ

オンライン診療のための業務調整

通信トラブル
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表４　看護師のオンライン診療に関する認識（自由記述）

【カテゴリー】 ＜サブカテゴリー＞

通信/デバイスのトラブル

通信トラブルへの対応困難

通信不良による患者への負担

会計や処方薬受け取りの負担

確実な電波確保の工夫

通信基地局整備

通信状況に左右される診療の質

診療の質担保の工夫

加算の低さ

コスト効率に見合わない診療報酬

オンライン診療指針と診療報酬のギャップ

コスト効率の悪さ コスト効率の悪さ

実施可能な範囲の明確化

法的解釈の明確化

医師との時間調整の困難さ 医師との時間調整

医師との意思疎通の難しさ

医師と患者の意思疎通の難しさ

オンライン診療で求められる看護スキル

患者の理解/協力の得にくさ 患者の理解/協力の得にくさ

オンライン診療環境の整備不足 オンライン診療環境の整備不足

特定行為看護師の活躍における利点

医療安全における利点

どこでも同じ医療を受けられる利点

オンライン診療が有用な場面

オンライン診療の有用性への期待

オンライン診療で可能な範囲の明確化

オンライン診療で求められるスキル

通信トラブル

患者の負担

良好な通信状況確保

オンライン診療の質担保

診療報酬の課題


